
 

 

論文 再生細骨材を使用した高靭性セメント複合材料の圧縮破壊領域長さ 

高橋 龍市*1・渡部 憲*2 

要旨：本研究では，水セメント比および試験体寸法の異なる，高品質および中品質再生細骨材を使用した高

靱性セメント複合材料の1軸圧縮試験を行い，高靱性セメント複合材料の圧縮破壊領域長さについて検討を

行った。その結果，試験体高さ400mmにおいて，各評価方法より得られた高靱性セメント複合材料の圧縮破

壊領域長さは，骨材種類の相違に係わらず，水セメント比の増加に伴い増大する等の知見が得られた。 
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1. はじめに 

圧縮応力下にあるコンクリートの破壊は，特定の領域

に集中して進行し，その他の領域では除荷現象が起きて

いることが知られている。このような現象が，鉄筋コン

クリート(以下，RCと略記)構造物全体の破壊挙動にも影

響を及ぼすため，これまでにも数多くの研究が実施され

ている。例えば，中村ら1,2)やTorsakら3)の研究では，異

形加工したアクリル製角棒にひずみゲージを貼り付けた

もの(以下，アクリルバーと略記)を試験体内部に埋設

し，圧縮応力下にあるコンクリート試験体内部の局所的

なひずみを測定することにより，圧縮破壊領域長さ(以

下，LPと略記)の評価を試みている(以下，アクリルバー

法と略記)。また，伊藤ら4)は，短繊維補強コンクリート

のLPの評価を試みている。 

ところで，近年，コンクリート分野では，天然骨材採

取に伴う環境破壊や天然骨材資源の枯渇問題から，再生

骨材コンクリートの研究が活発に実施されている。今

後，コンクリートのリサイクルを更に積極的に推し進め

るためにも，再生骨材の新たな有効利用技術を開発して

おく必要があり，筆者らの一人らもこれまでに，高靱性

セメント複合材料5)(以下，DFRCCと略記)への，再生細

骨材の適用性を検討してきた6)。DFRCCとは，セメント

系材料を繊維で補強した複合材料であり，曲げ応力下に

おいて複数ひび割れ特性を示し，曲げ，引張，圧縮破壊

時の靱性が大幅に向上した材料である5)。 

このような材料をRC構造物に適用しようとする場

合，圧縮応力下にあるDFRCCについても，前述のよう

な現象を解明しておくことは有用である。既報7)では，

アクリルバー法を用いて，圧縮応力下にある，天然細骨

材を使用したDFRCC(以下，NDFRCCと略記)のLPの評価

方法等に関する検討を行った。 

そこで本研究では，アクリルバー法を用いて，再生細

骨材を使用したDFRCC(以下，RDFRCCと略記)の1軸圧

縮試験を行い，LPに与える水セメント比(W/C)，試験体

寸法および骨材種類の影響について検討を行った。具体

的には，まず，既報7)に示されたDFRCCのLPを評価する

手法により，圧縮強度(Fc)の相違するRDFRCCのLPを明

らかにする。次に，RDFRCCのLP－Fc関係を近似式とと

もに示す。最後に，NDFRCCとRDFRCCのLP－Fc関係を

比較し，DFRCCのLPに与える骨材種類の影響について

検討した。 

 

2. 実験方法 

2.1 実験概要 

本研究では，表－1に示すRDFRCCの1軸圧縮試験を

行った。RDFRCCは，高品質再生細骨材を使用した

RHDFRCC お よ び 中 品 質 再 生 細 骨 材 を 使 用 し た

RMDFRCCの2種類とした。使用した細骨材は，高品質

再生細骨材(表乾密度:2.62g/cm3，吸水率:2.28%，最大寸

法:5.0mm，JIS A 50218)に規定されている再生細骨材H相

当の品質)および中品質再生細骨材(表乾密度:2.44g/cm3，

吸水率:6.69%，最大寸法:5.0mm，JIS A 50229)に規定され

ている再生細骨材M相当の品質)である。セメントは，

普通ポルトランドセメント(密度:3.16g/cm3)を使用した。

使用繊維はPVA繊維 (径:0.2mm，長さ:18mm，弾性係

数:27kN/mm2，引張強度:975N/mm2)とし，繊維体積混入

率 (Vf)を3.0%とした。W/Cは，40，50および60%とし

表－1 試験体の一覧 
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た。試験体寸法は，直径(φ)を100mm，高さ(h)を200お

よび400mmとした。アクリルバーを埋設した試験体(以

下，アクリルバー有り試験体と略記)をW/C=40および

60%ではh=400mmに各1体，W/C=50%ではh=200および

400mmに各1体用意した。アクリルバーを埋設していな

い試験体(以下，アクリルバー無し試験体と略記)を各要

因3体用意した。載荷は，2000kN耐圧試験機を使用し，

2枚のテフロンシート(厚さ0.1mm)の間にシリコンオイル

を塗布したものを鋼製載荷盤と試験体上下間に挿入して

行った。この理由は，以前から指摘されている1軸圧縮

試験時の載荷盤の拘束による影響10)を軽減させるためで

ある。1軸圧縮載荷の概要を図－1に示す。測定項目は，

荷重，コンプレッソメーターによる試験体中央部の縦・

横ひずみ，試験体間変位，載荷盤間変位およびアクリル

バーによる試験体高さ方向各部位の内部のひずみ(εIi)と

した。各計測データは，データロガーを使用して取り込

んだ。アクリルバーは，長さを h=200mm用では 180 

mm，h=400mm用では380mmとし，図－2に示す溝を設

けることにより，h=200mm用では長さ方向に6分割，

h=400mm用では10分割した。そして，各分割区間にひ

ずみゲージを貼り付け，防水処理後，上下端面から

10mmの隙間を設け，試験体中央部にアクリルバーを設

置し，εIiを測定できるようにした。試験体は打設後2日

で脱型，試験時(材齢28日)まで標準養生を行った。 

2.2 圧縮破壊領域長さの評価方法 

 本研究では，既報7)に示された以下のような2種類の

手法により，RDFRCCのLPを評価した。 

 (1) 圧縮試験後に試験体外部に発生した，巨視的なひ

び割れ領域の長さをOLPとした(試験体全周を確認し，試

験体の高さ方向に，ひび割れが5本以上入っている領域

の長さを計測)。一例として，図－3に破壊状況のスケッ

チ(h=400mm)を示す。 

 (2) 中村らの手法2)をベースとし，以下の手順でLPを評

価した(NILP)。1)実験より得られた各部位の圧縮応力

(σc)－εIi関係を，局所化領域と除荷領域のσc－εIi関係に区

別する。Fc以降，εIiが増加する場合が局所化領域(図－4

中の(A))，εIiが減少する場合が除荷領域(図－4中の(D))

のσc－εIi関係である。なお筆者らは，図－4中の(B)およ

び(C)のような場合，Fc以降，Fcの30%時のεIiが，Fc時の

εIiより大きいもの(図－4中の(B))を局所化領域，小さい

もの(図－4中の(C))を除荷領域のσc－εIi関係とした。2)局

所化領域と除荷領域に区別されたσc－εIi関係をそれぞれ

平均し，文献2)に示されている式(1)および(2)を用いて

NILPを算出した。 

uav εfεfε )1(+•= － (1) 

図－1 1軸圧縮載荷 
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 ここに，εav：平均ひずみ(試験体全長の平均縦ひず

み)，ε：局所化領域のひずみ，εu：除荷領域のひずみ，

f：局所化領域の試験体全長に対する容積比(断面一定の

場合，NILP/h)であり，一定値に収束するとされる。 

 

3. 結果と考察 

3.1 各種材料特性 

 図－5に，hの異なるRDFRCC試験体より得られた

Fc－W/C関係を示す。なお，図－5中には，既報 7)の

NDFRCC試験体の結果も示してある。また，図－5中の

Fcは，アクリルバー無し試験体より得られた値(試験体3

体の平均値)である。図－5によれば，DFRCCのFcは，骨

材種類およびhの相違に係わらず，W/Cの増加に伴い低

下しており，DFRCCのFcに関する一般的な傾向例えば,11)と

合致する。骨材種類の相違に注目すると，同一hおよび

W/Cの場合，RHDFRCCのFcは，NDFRCCと概ね同程度

となり，RMDFRCCのFcは，NDFRCCと比較して若干低

くなっている。 
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 図－6に，hの異なるRDFRCC試験体より得られた圧縮

破壊エネルギー(GFc)－W/C関係を示す。GFcは，文献12)

に示す手法により評価した。なお，図－6中には，既報7)

のNDFRCC試験体の結果も示してある。また，図－6中

のGFcは，アクリルバー無し試験体より得られた値(試験

体3体の平均値)である。図－6によれば，DFRCCのGFc

は，骨材種類およびhの相違に係わらず,W/Cの増加に伴

い低下しており，DFRCCのGFcに関する一般的な傾向例え

ば,11)と合致する。 

 ここで，骨材種類の相違に注目すると，図－6(a)の

h=200mmの結果によれば，W/C=40%におけるGFcの値

は，NDFRCC＞RHDFRCC＞RMDFRCCとなっている。

しかし，W/C=50および60%では，このような傾向が不

明瞭である。 

 次 に，図 － 6(b) の h=400mm の 結 果 に よ れ ば，

RHDFRCC の GFc は，W/C=40 および 50% において，

NDFRCCと比較して若干低くなっている。しかし，W/C 

=60%では，このような傾向が不明瞭となっている。一

方，RMDFRCC の GFc は，W/C の 相 違 に 係 わ ら ず，

NDFRCC お よ び RHDFRCC と 比 較 し て 低 く な り，

NDFRCCと比較して8～19%程度低い値となった。 

 図－7に，RDFRCC試験体より得られたLP－W/C関係

を示す。図－7中のOLPは，アクリルバー無し試験体よ

り得られた値(試験体3体の平均値)であり，OLP(A)は，

アクリルバー有り試験体より得られた値である。なお，

図－7中には，既報7)のNDFRCC試験体の結果も示してあ

る。ま た，図 － 7(a)(h=200mm) で は，NDFRCC と

RHDFRCCのW/C=40，50，60%およびRMDFRCCのW/C 

=60%において，ほぼ全ての試験体で試験体全長が破壊

していたため，OLPは各試験体の実測h=196～200mmと

なっている。 

 まず，図－7(a)(h=200mm)のOLPの結果によれば，

NDFRCCおよびRHDFRCCのOLPは，W/Cの相違に係わ

らず200mm程度となっている。この理由は，前述の通り

である。一方，RMDFRCCのOLPは，W/C=40および50%

では，160mm程度であるが，W/C=60%では，200mm程

度に増大している。 

 次に，図－7(b)(h=400mm)のOLPの結果によれば，骨

材種類の相違に係わらず，W/C=40～60%の範囲におい

て，W/Cの増加に伴いOLPは増大する傾向を示してい

る。ま た，同 一 W/C の 場 合，RHDFRCC の OLP は，

NDFRCC と比較して若干高くなっている。一方，

RMDFRCCのOLPは，NDFRCCと比較して12～23%程度

低い値を示している。 

 続いて，図－7(c)(h=400mm)のOLP(A)の結果によれ

ば，前述のOLPの結果と同様に骨材種類の相違に係わら

ず，W/C=40～60%の範囲において，W/Cの増加に伴い

OLP(A)は増大する傾向を示している。また，同一W/Cの

場合，RHDFRCCのOLP(A)は，W/C=60%では，NDFRCC

と比較して低くなっているものの，W/C=40および50%

では，NDFRCCと概ね同程度となっている。一方，

RMDFRCCのOLP(A)は，NDFRCCと比較して15～20%程

度低い値を示している。 

 さらに，図－7(d)(h=400mm)のNILPの結果によれば，

(a) h=200mm (b) h=400mm 

図－6 圧縮破壊エネルギー－水セメント比関係 図－5 圧縮強度－水セメント比関係 

(a) h=200mm (b) h=400mm 

図－7 圧縮破壊領域長さ－水セメント比関係 

(a) OLP (h=200mm) (b) OLP (h=400mm) (c) OLP(A) (h=400mm) (d) NILP (h=400mm) 
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前述のOLPおよびOLP(A)の結果と同様に骨材種類の相違

に係わらず，W/C=40～60%の範囲において，W/Cの増

加に伴いNILPは増大する傾向を示している。また，同一

W/C の 場 合，RHDFRCC の NILP は，W/C=50% で は，

NDFRCCと比較して低くなっているものの，W/C=40お

よび60%では，NDFRCCとほぼ同値となっている。一

方，RMDFRCCのNILPは，NDFRCCと比較して16～33%

程度低い値を示している。 

 以上より，W/C=40～60%の範囲において，各評価方

法より得られたDFRCCのLP (h=400mm)は，骨材種類の

相違に係わらず，W/Cの増加に伴い増大する。また，同

一W/Cの場合，各評価方法より得られたRMDFRCCのLP 

(h=400mm)は，NDFRCCと比較して12～33%程度低い値

となる。なお，同一W/Cの場合，RHDFRCCのLP (h=400 

mm)は，NDFRCCと比較して概ね同程度となると考えら

れるが，各評価方法より得られたLPの傾向に若干の相違

がある。 

3.2 圧縮応力－縦ひずみ関係 

 図－8に，W/Cの異なるアクリルバー無しDFRCC試験

体より得られたσc－縦ひずみ(εc)関係を，骨材種類およ

びh別に示す(図－8(a)は既報7)のNDFRCC試験体の結

果，図－8(b)はRHDFRCC試験体の結果，図－8(c)は

RMDFRCC試験体の結果である)。なお，εcは試験体両脇

に設置した変位計より得られた平均縦ひずみである。ま

た，各σc－εc関係は，試験体3体中の代表的な値である。

図－8によれば，h=200mmの結果では，骨材種類の相違

に係わらず，Fc以降，急激にσcが低下する際の負勾配

は，W/Cの増加に伴い，緩やかとなる傾向にある。しか

し，h=400mmの結果では，このような傾向が，多少，

不明瞭となる。また，同一W/Cの場合，骨材種類の相違

に係わらず，Fc以降，急激にσcが低下する際の負勾配

は，h=200mmの結果と比較して，h=400mmの結果が急

勾配となっている。これは，試験体直径に対するhの比

率の影響13)と思われる。 

 図－9に，一例としてW/C=50%，h=400mm，アクリル

バー有りRDFRCC試験体より得られたσc－εc関係および

σc－εI関係を示す。εIは，試験体全長を平均化した縦ひず

みであり，アクリルバーより得られた各部位のεIiに，そ

れぞれひずみゲージ上下溝間の距離を乗じ，同一σcにお

いて和を取り，その後，hで除した値である。なお，

図－9中の実線で示したものがσc－εc関係，破線で示した

ものがσc－εI関係(図－9中の(I))である。図－9によれ

ば，骨材種類の相違に係わらず，同一試験体から得られ

たσc－εc関係とσc－εI関係は，概ね一致している。なお，

(1) h=200mm (1) h=200mm (1) h=200mm 

図－8 圧縮応力－縦ひずみ関係 

(2) h=400mm 

(a) NDFRCC7) (b) RHDFRCC 

(2) h=400mm 

(c) RMDFRCC 

(2) h=400mm 

図－9 圧縮応力－縦ひずみ関係 

(W/C=50%，h=400mm，アクリルバー有りRDFRCC) 
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W/Cおよびhの異なるその他のアクリルバー有り試験体

においても，同様の傾向が確認できた。 

3.3 圧縮応力－内部のひずみ関係 

 図－10に，h=400mmアクリルバー有り試験体におけ

るεIiの測定位置を示す。また，図－11に，一例として，

W/C=50%，h=400mm，アクリルバー有りRHDFRCC試

験体より得られたσc－εIi関係をεIiの測定位置別に示す。

なお，図－11中の凡例番号は，図－10の測定位置番号と

対応している。 

 まず，図－11によれば，測定位置(2)～(5)より得られ

たσc－εIi関係は，Fc以降，εIiが増加しているため，2.2節

(2)の手法で区別すると，いずれのσc－εIi関係も，局所化

領域のσc－εIi関係に区別される。また，測定位置(8)～

(10)より得られたσc－εIi関係は，Fc以降，εIiが減少してい

るため，2.2節(2)の手法で区別すると，いずれのσc－εIi

関係も，除荷領域のσc－εIi関係に区別される。さらに，

測定位置(1)，(6)および(7)より得られたσc－εIi関係は，Fc

以降，εIiが一旦減少し，その後，増加に転じている。こ

れらを，2.2節(2)の手法で区別すると，測定位置(1)より

得られたσc－εIi関係は局所化領域，測定位置(6)および(7)

より得られたσc－εIi関係は除荷領域のσc－εIi関係に，そ

れぞれ区別される。以上のことは，σc－εIi関係から判断

される定性的な傾向として，試験体高さ方向の半分程度

(200mm程度)が破壊したことを意味しており，同一試験

体から得られたOLP(A)=220mmと比較して20mm程度の

差があるものの，切欠き間隔(40mm)を踏まえると，概

ね合致していると言える。 

 即ち，骨材種類の相違に係わらず，アクリルバー有り

試験体のσc－εIi関係から判断される定性的なLPは，概ね

OLP(A)と合致する。なお，W/C，hおよび骨材種類の異

なるその他のアクリルバー有り試験体においても，同様

の傾向が確認できた。 

3.4 圧縮破壊領域長さ 

 図－12に，骨材種類の異なるDFRCC試験体より得ら

れたLP－Fc関係 (h=400mm)を示す。なお，図－12(a)

は，既報 7) のNDFRCC試験体の結果である。また，

図－12中の細破線は，Nakamuraらの文献1)で提案されて

いる式(3)(φ=150mm，h=450mmのコンクリート試験体

より得られた式)を用いて算出したLP－Fc関係，細実線

(1)

h
=
4
0
0
m
m

(2)
(3)

(4)

(5)

(6)
(7)
(8)

(9)
(10)

図－10 内部の 

ひずみ計測位置 

(a) NDFRCC7) 

(b) RHDFRCC 

(c) RMDFRCC 

図－12 圧縮破壊領域長さ－圧縮強度関係 (h=400mm) 

(a) 計測位置(1)～(5) (b) 計測位置(6)～(10) 

図－11 圧縮応力－内部のひずみ関係 (W/C=50%，h=400mm，アクリルバー有りRHDFRCC) 
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c
P

F
L

1300
=

LP
c

P β
F

L •
4100

=

(3) 

(4) 

は，伊藤らの文献4)で提案されている式(4)(φ=100，150

および200mm，h=400mmのコンクリートおよび短繊維

補強コンクリート試験体より得られた式)を用いて算出

したLP－Fc関係である。さらに，図－12中には，各評価

方法より得られたLP－Fc関係に対して，式(3)をベースに

近似した結果も示してある。 

 ここに，βLP：試験体直径の影響，繊維混入率の影響

を考慮する係数であり，本研究では1.0である。 

 図－12によれば，まず，NDFRCCおよびRHDFRCCの

結果に注目すると，いずれの評価方法より得られたLP

も，骨材種類の相違に係わらず，式(3)の曲線に近似し

ている。一方，RMDFRCCの結果に注目すると，いずれ

の評価方法より得られたLPも，式(3)にRMDFRCCのFcを

代入して得られたLPと比較して，低い値を示している。

また，いずれの評価方法より得られたLPも，式 (4)に

RMDFRCCのFcを代入して得られたLPと比較して，高い

値を示している。なお，図12中の各評価方法より得られ

た，RHDFRCCとNDFRCCのLP－Fc関係に関する，式(3)

をベースに近似した場合の係数を比較 (RHDFRCC 

／NDFRCCを算出)すると，OLPでは1.062，OLP(A)では

0.9936，NILPでは0.9533となり，同一評価方法におい

て，同程度の値となった。一方，図12中のRMDFRCCと

NDFRCCのLP－Fc関係に関する，式(3)をベースに近似し

た場合の係数を比較(RMDFRCC／NDFRCCを算出)する

と，OLP で は 0.8131，OLP(A) で は 0.8068，NILP で は

0.7478となり，同一評価方法において，RMDFRCCの

LP－Fc関係に関する近似式の係数は，NDFRCCと比較し

て低い値となった。 

 

4. まとめ 

 本研究で得られた知見を，以下にまとめる。 

1) h=400mm試験体より得られたRMDFRCCのGFcは，

W/Cの相違に係わらず,NDFRCCおよびRHDFRCCと

比較して低くなり，NDFRCCと比較して8～19%程

度低い値となる。 

2) 各評価方法より得られたDFRCCのLP (h=400mm)は，

骨材種類の相違に係わらず，W/Cの増加に伴い増大

する。 

3) 各評価方法より得られたRMDFRCCのLP (h=400mm)

は，同一W/Cの場合，NDFRCCと比較して12～33%

程度低い値となる。 

 今後，φがDFRCC試験体のLPに与える影響について

検討を行っていく予定である。 
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